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東京都の一地域における２階建て民営アパートの変遷に関する基礎的研究

○朴炳順

(*東大一院)

FTi‘ii 2 階建て民営アパートは戦後都市居住を大きく支えてきた都市型居住形式のーつであり、その実態

を明らかにすることは都市居住形式のこれからのあり方を考える上で非常に重要である。そこで本研究は２

階建て民営アパートの実態を明らかにするため､東京のー地域における変遷を追うことにした。

iﾌTT万岡２階建て民営アパートについて建設の背景を把握するための建設関連業者に対するヒアリング調査

と､建物の実態を把握するための外観調査を行った。また建築計画概要書より｢2階建てかつ共同住宅｣の条

件に沿う建物の建設時期･構造などを特定し､それ以前のもの した。

IE蕪薦　外観調査を行った94件の２階建て民営アパートのうち77件の建設時期が確定でき､これらにつ

いて構造･プラン･材料等を分析した。①構造の変化一構造は昭和50年までは在来木造のみで､昭和50年

代に入ると軽量鉄骨造･鉄骨造が登場し､昭和61年以降は木造以外の構造が半数以上を占める。②!巨惑叟

童忠一廊下においては昭和50年までは室内に廊下を設けているものが多いが､それ以降は外廊下のみ見ら

れる。大家の住居との関係については昭和45年までに建てられた建物18件中10件が大家同居形式であっ

たが､その後減を続け､平成３年から７年まで建てられたものにおいては９件中２件のみで減少傾向にある。

③担a原意i叶昭和45年以前のみ亜鉛鉄板や下見板が外壁及び雨戸の材料として使われているが､昭和

60年以降はサイディングが増加している。以上から工務店と住宅メーカーの施工によるものの外見上の差が

減少していることが確認された。

1 Kp-2　　東京都における単身世帯の居住実態

　　　　　　　一平成２年国勢調査・特別集計結果の分析-
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中　勝（山梨大）

研究目的：世帯の細分化やライフスタイルの変化によって全国的に単身居住者が増加し、

一般的な居住形態となりつつある。しかし単身者の属性やその居住の実態について、統計

ベースで詳細に把握されているわけではない。本稿は全国でも単身居住比率の高い東京都

を取り上げ、単身者の居住する住宅型について考察することを目的としている。

研究方法：分析に用いた資料は、「平成２年国勢調査の特別集計表」（Tーバンハウジング、

1996）の「東京都・単身者分データ」である。主な分析軸は単身者の年齢（若年単身:34

歳以下、中高齢単身:35～64歳、高齢単身:65歳以上）とした。

結果：①単身者の居住する住宅型は「民営借家（共同建、１～２階、１室）」32％、「民営

借家（共同建、１～２階、２室以上）」16％、「民営借家（共同建、３～５階、１室）」11％

であり、低水準の民間賃貸アパートに居住するケースが過半を占めている。②単身者の住

宅は年齢とともに大きく変化し、若齢期は借家居住率が高く、中高齢層になると「持家（一

戸建、長屋建）」比率が高い。③「分譲マンション」は30代後半から一定の比率を保ち、

高齢期にかけて単身者の新しい住宅型として受け入れられつつある。④「公団住宅」や「公

営住宅」は量的にはそれほど多くないものの、中高齢単身者向けに小規模ストックを開放

していることもあり、65歳以上の高齢者を集めている。⑤「民営借家（共同建）」では１
室木賃アパートが若齢期の代表的な住宅型となり、年齢上昇とともに１室→２室、木賃→

鉄賃へのすみかえが行われている。⑥年齢上昇に伴う住宅型の変化によって単身者の住宅

規模は拡大しているが、高齢単身者では現行居住水準を満たしていないケースが多い。
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